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労政審が労働者派遣制度の改正建議を取りまとめる。 

 

 

９月２４日（水）、第 122回労働政策審議会職業安定分科会労働力需給制度部会、

及び第 52回労働政策審議会職業安定分科会が開催され、労働者派遣制度の改正建議

が了承された。 

第 122回労働力需給制度部会では、前回労使が主張した意見をそれぞれ３点記載し

た報告（案）が提示され、部会として了承した。 

引き続いて行われた第 52回職業安定分科会は部会報告を受け、労働者派遣制度の

改正建議として了承した。  

今後、厚生労働省としては、法案要綱の諮問・答申を経て、できるだけ早期の国会

への法案提出を目指したいとしている。  

 

＜第 122回労働力需給制度部会・労働側議事メモ＞ 

１．日時：２００８年９月２４日（水）９:００～９：２０ 

２．場所：厚生労働省６階・第８会議室 

３．出席者：公益委員３名（清家部会長、鎌田、北村） 

       労働者側委員３名（長谷川、市川（佳）、古市）  

       使用者側委員３名（平田、山崎、市川（隆））  

４．主な質疑： 

【公益】 

労使から出された意見のうち、労側委員指摘の特定目的行為に関するものにつ

いては指針等で対応するほか、専門 26業務の在り方、登録型派遣の在り方、常

用型の定義、期間制限、派遣と請負の区分の透明化については、法改正後の政省

令審議以降の検討事項としたい。 

【労働者側】 

労働者派遣法見直しの議論は、2005年 5月以降、前回改正法のフォローアップ

から始まり、ヒアリングや調査も行いながら、昨年末の「中間報告」における課

題整理、研究会での検討という経過で行ってきた。検討スケジュールが前倒し・

短期化された中で、公労使の部会において、日雇い派遣の原則禁止など一定の結

論をまとめたことについては、部会長をはじめ、関係者の努力に敬意を表したい。 

ただ、当初の議論では、登録型派遣や常用型派遣のメリット、デメリットなどの

議論を行ってきたが、いつの頃からか日雇い派遣についての議論に集中しすぎて

しまったことは否めない。今後、登録型派遣の在り方、常用型派遣の定義、26

業務の見直し、一般労働者派遣事業と特定労働者派遣事業の区分の見直し、派遣



労働者の均等待遇の在り方など、引き続き検討していきたい。派遣と請負の区分

に関する議論は、部会ではほとんど議論を行ってこなかった。実態論やニーズ論

に偏った議論ではなく、職業安定法の規定など原則を崩さない観点から検討して

いただきたい。 

  【使用者側】 

研究会報告における派遣と請負の区分の透明化の検討の指摘については、その

通りである。今後、時間をかけて議論して欲しい。 

  



＜第 52回職業安定分科会・労働側議事メモ＞ 

１．日時：２００８年９月２４日（水）１１:００～１１：５０ 

２．場所：厚生労働省 14階・第１会議室 

３．出席者：公益委員４名（大橋分科会長、白木、清家、征矢） 

       労働者側委員７名（斉藤、徳茂、成瀬、野田、長谷川、古市、堀）  

       使用者側委員６名（荒、石原、市川、上野、高橋、尾崎（代理））  

４．主な質疑： 

【労働者側】 

部会報告を取りまとめたことについては、関係各位の努力に敬意を表したい。

その上で、［1］「基本的考え方」では、行政の指導監督が不十分だったことにも

触れるべき。［2］日雇い派遣の規制対象は、「30日以内」ではなく「２か月以内」

とすべきではないか。［3］「特定を目的とする行為」については、期間の定めの

ない雇用契約の派遣労働者に限って可能にするとしても、労働者派遣制度の変質

につながりかねないのではないか。［4］離職した労働者の元の企業への派遣の規

制は、「元の企業と同一グループの企業」とすべきではないか。 

【事務局】 

［1］指導監督については、今後も引き続き努力していきたい。［2］「30日以内」

は、雇用管理が不十分になりがちとなる期間という観点から、「日雇い指針」の

定義を用いた。［3］期間の定めのない派遣労働者に対する特定目的行為は、制度

の変質につながるものとは考えていない。［4］離職後の派遣禁止については、グ

ループ企業への派遣規制とは趣旨が異なる。 

【労働者側】 

労側意見として記載があるが、［1］勧告制度ではなく、直接雇用みなし規定を

導入すべき。［2］労働者派遣における均等待遇の実現には困難な点も多いが、そ

れに向けた一歩として、均等待遇原則の明記は必要。［3］登録型派遣については、

登録雇用の安定や労働者保護を担保する措置がなく、常用型派遣についても期間

の定めのないものに再整理されなかったのは残念。登録型派遣のあり方について

は、今後も引き続き議論いただきたい。また、［4］マージンの公開は一歩前進だ

が、労働者が求めれば、個別のマージンに関する情報の開示をしていただけるよ

う、今後、検討いただきたい。 


